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研究成果の概要（和文）：主要な成果として、ある地域での通所リハビリテーションの提供開始に着目し、アクセスの
改善が要介護高齢者の介護サービスの利用に与える影響を分析した研究がある。分析の結果、通所リハビリテーション
への支出は増加する一方、他の居宅系の介護サービスへの支出は大幅に減少し、要介護度は悪化しないことがわかった
。この結果は、介護サービスの提供体制の整備が効率的な介護サービスの利用につながることを示唆している。

研究成果の概要（英文）：The major output of this study is its empirical result based on an analysis that 
estimates the effects of the event where a provider offers day rehabilitation in a municipality. Day 
rehabilitation is one of the in-home care services covered by the long-term care insurance system in 
Japan. The users of day rehabilitation have to visit the facilities to receive rehabilitation training. 
The analysis reveals that the abovementioned event leads to an improvement in the accessibility of the 
elderly to day rehabilitation, an increase in expenditure on day rehabilitation, and a large decrease in 
expenditure on other in-home care services apart from day rehabilitation. However, it does not lead to an 
increase in the level of long-term care need for the elderly. These results imply that the availability 
of in-home care services required by the elderly facilitates the efficient usage of in-home care services 
in terms of cost and health condition.
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１．研究開始当初の背景 
研究開始当初の背景として、高齢化による

医療・介護への需要増加、療養病床での長期
入院、介護保険財政の悪化、住み慣れた地域
での生活を望む高齢者のニーズから、介護分
野において、地域包括ケアシステムの構築や、
居宅系サービスの効率的な利用のための環
境整備が急務である点があげられる。 
居宅系サービスの環境整備が求められる

一方、その提供事業所の立地には偏りがある。
特に地方の町村を中心に、居住地域にちょう
ど良い事業所がみつからないことがしばし
ばあり、その際には利用者は限られた選択肢
の中から介護サービスの種類や事業所を選
択しなければならない。 
居宅系サービスのうち、事業所の偏在の影

響が憂慮されるものとして、要介護高齢者が
事業所まで移動して利用する通所系サービ
スがあげられる。住んでいる市区町村で事業
所が皆無か、もしくは極端に少ない場合には、
送り迎えをする家族の労力や、送迎サービ
ス・公共交通機関を利用するための費用が大
きくなるだろう。それによって利用希望者が
利用を躊躇する場合には、提供事業所の不足
が結果的に人々の選択を制限し、費用面や健
康面からみて「最適」と思われる選択をゆが
めることにつながりかねない。 
通所系サービスの中でも、通所リハビリテ

ーション（デイケア）は、その役割が重要視
されるサービスである。通所リハビリテーシ
ョンとは、介護保険法が定めるように、居宅
要介護者の心身の機能の維持回復を図り、日
常生活の自立を助けるための医学療法や作
業療法、その他の必要なリハビリテーション
を提供する介護サービスである。2012 年度の
介護報酬改定の議論の際には、通所リハビリ
テーションの利用者への自立支援の促進が
求められるとともに、通所リハビリテーショ
ンが維持期（生活期）のリハビリテーション
の受け入れ先として重要である点が確認さ
れた。 
このように、役割が重要視される通所リハ

ビリテーションであっても、その提供事業所
の設置状況には地域間で大きな格差がある。
社会保障審議会介護給付費分科会の資料（第
83 回社会保障審議会介護給付費分科会資料
「資料 2 リハビリテーションについて」）に
よれば、都道府県間で比較した場合、要介護
者 1000 人あたりの請求事業所数が最も少な
い県と最も多い県で、約 4.4 倍の差がある。
市区町村間で比較した場合には、さらに大き
な格差があることが予想される。このような
背景の下、本研究課題では、通所リハビリテ
ーションに着目した。 
 
２．研究の目的 

 
本研究課題は、ある地域での通所リハビリ

テーションの提供事業所の登場が、介護費用
や介護サービスの利用の仕方、医療費、健康

状態に与える影響を実際のデータを使って
分析することを目的とする。居住する市区町
村に提供事業所がない場合には、利用希望者
は近隣の市区町村の提供事業所を利用する
か、利用そのものを断念して、居住する市区
町村で選択できる他の介護サービスでの代
替を考えるだろう。居住する市区町村に通所
リハビリテーションの提供事業所が現れた
場合、利用希望者は新たな事業所の利用やこ
れまでの介護サービスの利用の変更を考え
るだろう。本研究課題は、介護給付費等レセ
プトデータの個人レベルのデータを使用し
て、実際の事例に着目し、通所リハビリテー
ションや他の居宅系サービスの介護費用、入
院外医療費、要介護度への影響を分析した。 
 
３．研究の方法 
通所リハビリテーションの提供体制に関

する事例として、2007 年 4月に福井県おおい
町で、新設の介護老人保健施設が通所リハビ
リテーションと介護予防通所リハビリテー
ションのサービスを開始した点に注目した。
2007年3月までおおい町では通所リハビリテ
ーションの提供事業所がなかった。そのため、
通所リハビリテーションと介護予防通所リ
ハビリテーションのサービス開始を処置の
一種とみなし、おおい町の住人を処置群、他
の福井県内の自治体の住人を対照群とする
ことで、処置の前後での各群の変化を分析し
た。 
使用したデータは、国民健康保険の被保険

者の医療保険給付費レセプトデータと、介護
保険給付費等レセプトデータである。2006 年
4 月以降のデータを使用した。把握可能な個
人属性の影響を考慮しながら、通所リハビリ
テーションのサービス開始が、介護費用・各
種介護サービスの利用の仕方・医療費・要介
護度へ与える影響を、集計値と計量分析から
計測した。 
 
４．研究成果 
大きく四つの点が観察された。第一に、通

所リハビリテーションの提供が始まったこ
とで、おおい町では、通所リハビリテーショ
ンの介護報酬請求額が増加する一方、他の居
宅系の介護サービス等の介護報酬請求額の
合計額はそれ以上に減少していた。対照群の
自治体の住人では、その前後での変化が小さ
かったことから、おおい町で観察された変化
は、通所リハビリテーションの提供開始によ
るものであると考えられる。また、計量分析
より、通所リハビリテーションの介護報酬請
求額が平均して 1ヵ月あたり約 1,200 円増加
する一方、それ以外の居宅系サービス等の介
護報酬請求額の合計額は、平均して 1ヵ月あ
たり約 5,500 円減少することがわかった。 
第二に、通所リハビリテーション以外の居

宅系サービス等の中で、通所リハビリテーシ
ョンと同様に介護報酬請求額が増加したサ
ービスと、逆に減少したサービスがあること



が観察された。増加したものは短期入所療養
介護（介護老人保健施設）であり、減少した
ものは訪問看護、通所介護（デイサービス）、
居宅療養管理指導である。減少したもののう
ち、通所介護は通所リハビリテーションと部
分的にサービス内容が近いことが影響した
と考えられる。 
第三に、医療費については、通所リハビリ

テーションの提供開始の前後で、処置群と対
照群で異なる変化が見られなかったことか
ら、提供開始は医療費には影響を与えていな
いと考えられる。 
第四に、要介護度については、様々な推定

式を試みたが、提供開始によって要介護度が
悪化することは観察されなかった。 
以上のことから、通所リハビリテーション

に関しては、全く提供主体がなかった自治体
で新たに提供主体が現れると、通所リハビリ
テーションの介護報酬請求額は増加するが、
それよりもはるかに、他の居宅系サービスの
介護報酬請求額は減少することがわかった。
これは選択可能な介護サービスの種類が増
えたことで、利用者がより自分に合った介護
サービスを選び、これまでの必ずしもニーズ
に合致していなかった非効率な利用を減少
させたものと考えられる。また、提供によっ
て要介護度が悪化することが観察されなか
ったことから、サービスの提供は、費用面と
健康面の両面で、効率的な介護サービスの利
用につながったと考えられる。 
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